
熊本県立大学地域おこしスタートアップ事業実施要領 

 

（目的） 

第１条 熊本県立大学の学術の振興を図るとともに、包括協定市町村等への貢献を積極的に

行うことを目的として、当該市町村等の地域課題に対処し、その発展に資する契機となる

事業（研究を含む。）を促進するために、「熊本県立大学地域おこしスタートアップ事業（以

下「スタートアップ事業」という。）」を実施する。 

（事業の対象） 

第２条 スタートアップ事業の対象は、熊本県立大学の常勤教員、学長が適当と認める者、

又は地域連携政策センター長（以下「実施者」という。）が行う事業で、次の各号のいず

れかに該当するものとする。 

(１) 設立団体との協働事業 

設立団体である熊本県の地域課題等に関する事業 

(２) 包括協定市町村との協働事業 

本学と包括協定を締結している市町村の地域課題等に関する事業 

（実施期間） 

第３条 スタートアップ事業の実施期間は、第６条に定める事業実施決定通知日から２月末

日までの単年度とする。 

（地域課題等の把握及びマッチング） 

第４条 地域連携政策センター長は、毎年度、設立団体と包括協定市町村（以下「市町村等」

という。）に対し、「地域おこしスタートアップ事業調査票」（様式第１号）により地域課

題等を照会し、スタートアップ事業の実施を希望する市町村等と実施者とのマッチングを

行う。 

（事業の実施申請）   

第５条 前条により、マッチングが行われた実施者（実施者が複数人の場合は、代表者。）

は、「地域おこしスタートアップ事業交付申請書」（様式第２号）を学長に提出しなければ

ならない。 

２ 学長は、「地域おこしスタートアップ事業調査票」（様式第１号）のほか、必要と認める

書類の提出を求めることができる。 

（事業の審査及び実施決定） 

第６条 スタートアップ事業の実施については、地域連携支援委員会での審査結果を参考に

学長が決定し、申請した実施者に「地域おこしスタートアップ事業実施決定通知書」（様

式第３号）で通知するとともに、予算の範囲内で事業費を交付する。 

  また、学長は、当該市町村等へ決定した事業名と実施者名を通知する。 

（成果報告書） 

第７条 前条の規定によりスタートアップ事業実施の決定を受けた実施者は、同年度３月末

日までに「地域おこしスタートアップ事業成果報告書」（様式第４号）を学長に提出しな

ければならない。 

  また、学長は、同報告書を当該市町村等に通知するものとする。 

（市町村等からの報告） 

第８条 前条の通知を受けた市町村等は、学長が指定する期日までに「地域おこしスタート

アップ事業成果活用計画書」（様式第５号）を学長に提出しなければならない。 

（研究成果の公表） 

第９条 スタートアップ事業の実施者は、当該市町村等の承諾を得て、実施成果を論文、発

表会等により公表することができる。 

（その他） 

第 10条 この要領に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

 



 

附 則 

  この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

  また、平成６年４月２２日付け施行の「熊本県立大学地域貢献研究事業実施要領」は、

廃止する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

様式第１号 

 

地域おこしスタートアップ事業調査票 

 

平成  年  月  日 

 

 熊本県立大学長  様 

 

                                ○○○○長 
                   

地域課題・テーマ等  

 

概要 
（背景、現状等） 

 

実施を希望する

事業内容 
 

上記事業の発展計画

案（次ステップ）と

次ステップに移行す

るための判断基準 

 

指名したい教員（学

部・氏名）又は、希

望する分野等 

 

貴市町村等の 

実施体制 
(当該事業に協力できる

部署・職種・人数等) 

 

 

担
当
者 

部署名（課・班名） 職・氏名 連絡先 

  

TEL  

FAX  

E-mail  

○ 県の場合は、課長等名、市町村の場合は、首長名で提出してください。 

○ 文字数の制限はありません。 

○ 参考となる資料があれば添付してください。 

 



 

様式第２号 

 

地域おこしスタートアップ事業実施申請書 

 

 熊本県立大学長  様 

平成  年  月  日 

 

実施者 

又は 

実施代表者 

学部名 職名 氏名 

   

 

次のとおり事業を実施したいので、本書のとおり申請します。 

市町村等 

の課題 

市町村等名 
「熊本県」、「○○町」 

地域課題・テーマ等 

  

 

（教員設定の） 

事業名 
 

 

 

目的 

 

 

（本事業で明確

にする事） 

 

実施計画 
 

 

実施体制 

（共同研究者、

役割等） 

 

 

 



【事業経費】 

 区分 金額（円） 積算方法等 

総額 

物品費 

（消耗品、 

備品） 

   

   

   

計   

旅費 

   

   

   

計   

謝金・ 

賃金等 

   

   

   

計   

その他 

   

   

   

計   

計   

総額のうち、当該事業への申請額   

当該事

業以外

の財源 

   

   

   

※項目の行追加可。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第３号 

 

平成  年  月  日 

 

 

 〔所属学部名〕 

 〔職名・氏名〕  様 

 

 

熊本県立大学長 

（公印省略） 

 

 

地域おこしスタートアップ事業実施決定通知書 

 このことについて、下記のとおり実施を決定します。 

 なお、事業終了後は、「地域おこしスタートアップ事業成果報告書」（様式第４号）を翌年

４月末日までに提出してください。 

記 

１ 決定の内容 

事業名 事業費交付額（円） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第４号 

 

地域おこしスタートアップ事業成果報告書 

 

 熊本県立大学長  様 

平成  年  月  日 

 

実施者 

又は 

実施代表者 

学部名 職名 氏名 

   

 

次のとおり事業を実施しましたので、本書のとおり成果を報告します。 

事業名  

事業実績の概要 

（実施方法、成

果等） 

 

事業の次ステッ

プ移行の判断基

準に対する見解 

 

 

 

※ 参考資料添付可。（印刷物等の場合は、２部提出。） 

 

 

 

 



様式第５号 

 

地域おこしスタートアップ事業成果活用計画書 

 

平成  年  月  日 

 

 熊本県立大学長  様 

 

                                ○○○○長 

 

当該事業よる成果報告を次のとおり活用予定ですので報告します。 

地域課題・テーマ等 
（当初提出した調査票の

記載内容） 

 

成
果
の
活
用
方
法 

成果報告を踏ま

え、今後、どの

ような取組みを

考えているか記

載ください。 

（次ステップへ

の判断） 

 

今後の取組に熊

本県立大学教員

の関与を求めま

すか。 

求める場合は、

具体的内容を記

載してくださ

い。（費用負担有

無等） 

 

その他 

 
御意見等がありましたら

記載ください。 

 

 

担
当
者 

部署名（課・班名） 職・氏名 連絡先 

  

TEL  

FAX  

E-mail  

○ 県の場合は、課長等名、市町村の場合は、首長名で提出してください。 

○ 文字数の制限はありません。 

○ 参考となる資料があれば添付してください。 


